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工事費積算参考資料 
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工事番号 平成30年度 国港整備 第1号  

工事名 霞ヶ浦地区27号岸壁(-12m)改良工事 

 

単価適用日 

平成３０年５月１日（設計単価表） 

平成３０年５月号（物価資料） 

積算基準適用版 

平成２９年７月制定版（平成３０年４月一部改定）（共通編） 

平成２９年７月制定版（平成３０年２月一部改定）（道路編） 

平成２９年７月制定版（平成３０年４月一部改定）（港湾関係編） 

適用単価地区 四日市 

諸

経

費

情

報 

諸経費工種 港湾工事（構造物工事） 

施工地域区分 国際戦略港湾・国際拠点港湾 

イメージアップ計上区分 計上しない 

工種（間接労務費・工場管理費） 計上しない 

前払金支出割合 ３５％を超える場合 

契約保証補正 金銭的保証 

経費調整区分 経費調整しない 

 

（直接工事費計上分） 

別添の「積算資料（本工事費内訳表）」、「積算資料（単価表）」によります。 

※「積算資料（本工事費内訳表）」、「積算資料（単価表）」に記載している機械の機種など（仕様書に明示している機

種を除く）は、当該機種を指定するものではなく、発注者が積算上用いた条件を明示しています。 

 

その他 
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（共通仮設費積上分） 

※「積算資料（本工事費内訳表）」、「積算資料（単価表）」に記載している機械の機種など（仕様書に明示している機

種を除く）は、当該機種を指定するものではなく、発注者が積算上用いた条件を明示しています。 

 

１．運搬費 

運搬費の計上 あり ・ （なし） 

 

 

２．準備費 

準備費の計上 あり ・ （なし） 

 

 

３．事業損失防止施設費 

事業損失防止施設費の計上 あり ・ （なし） 

 

 

４．安全費 

安全費の計上 あり ・ （なし） 

 

 

５．役務費 

役務費の計上 あり ・ （なし） 

 

 

６．技術管理費 

技術管理費の計上 （あり） ・ なし 

別添の「積算資料（本工事費内訳表）」等による。 

技術管理費として、合計120,680円を計上しています。 

 

７．営繕費 

営繕費の計上 あり ・ （なし） 
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（諸経費全般）    

１．支給品費の取り扱い 

支給品 あり ・ （なし） 

 

 

２．処分費の取り扱い 

処分費の控除 あり ・ （なし） 

 

 

３．スクラップ評価額の取り扱い 

スクラップ評価額 （あり） ・ なし 

スクラップ評価額として、合計164,150円を計上しています。 

直接工事費では、鋼材スクラップを控除していません。 

間接工事費（共通仮設費・現場管理費・一般管理費等）については、鋼材スクラップを控除していな

い直接工事費をもとに算定しています。 

鋼材スクラップ控除は、スクラップ評価額として工事原価算定後に、一般管理費等と合わせて合算

し、工事価格を算出しています。 

※１ スクラップ評価額とは、鋼材の処分費用です。 

※２ 工事価格は、1,000円単位としており、端数処理前の工事価格から1,000円未満の金額を除いた額として

います。また、工事価格の1,000円未満の調整は一般管理費等で行っています。 

 

４．木材売却額の取り扱い 

木材売却額 あり ・ （なし） 

 

※ 工事価格は、1,000円単位としており、端数処理前の工事価格から1,000円未満の金額を除いた額としてい

ます。また、工事価格の1,000円未満の調整は一般管理費等で行っています。 

 

５．機器単体費の取り扱い 

機器単体費控除 あり ・ （なし） 

 

 

 

６．鋼構造製作物費の取り扱い 

鋼構造製作物費控除 あり ・ （なし） 
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７．管材費の取り扱い 

管材費の取り扱い あり ・ （なし） 

 

  

 

８．大型標識柱の材料費の取り扱い 

間接工事費の対象額控除 あり ・ （なし） 

 

 


